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	6月22日相談会アドバイザー名・サポート企業概要
	【相談可能内容】
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	プルーヴ株式会社
シニアコンサルタント
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※緊急時、別の専門家が対応する場合があります。
大阪オフィス

〒541-0047 大阪市中央区淡路町2-5-16　淡路町ビル2Ｆ

Tel ： 06-6224-0719　　 Fax ： 06-6224-0738
E-mail : oya@provej.jp

【事務所概要】

弊社は、上場大手企業を中心として海外進出／販路拡大に向けた調査及び代理店・販路開拓、競合企業分析、現地企業設立等の支援を行ってまいりました。

日本企業の海外進出には、乗り越えなければいけない多くの壁があります。現地の市場実態はどういったものか、競合プレイヤーの動向はどうか、進出できる可能性はあるか、提携先を確保できるか…。

私たちプルーヴは、徹底した現場主義に基づくマーケティングを武器に日系大手企業の海外進出をコンサルティングと調査の2軸から支援しています。

現地活動を通じて構築する弊社のパートナーネットワークは、現在はアジア圏にとどまらず欧米市場等をもカバーしており、当社のミッションである「グローバルを身近に」を実現していきます。
海外調査では全体の約50%をアジア地域で実施しており、市場調査、競合調査、消費者調査、流通調査等多岐に亘ってサービスを提供しています。
	＜マーケット把握＞

・市場規模把握　　、、、ニッチ産業の市場規模と占有率把握

・流通構造把握　　、、、商品流通フロー、商流別構成比の把握
・消費者調査　　　、、、モニタリング調査、購入者ヒヤリング
＜想定競合先の把握＞

・事業体制把握　　、、、開発、生産、営業体制の把握

・戦略分析　　　　、、、製品戦略、販売戦略の把握
・ポジショニング　、、、プレイヤー別のシェア、業界位置付け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
≪パートナー開拓支援≫   

・代理店開拓　　  、、、取扱製品の販路開拓・見直し

・業務提携先　　　、、、業務提携先の抽出、概要把握

・生産委託先　　　、、、OEM先のリストアップ、商談

≪商品販売促進支援≫
・商品需要性調査　、、、消費者、専門家への需要性確認

・流通ヒヤリング　、、、主要な流通キーマンへのニーズ把握

・他社モデル調査　、、、他社の営業体制の分析比較
≪各種プロモーション支援≫
・グルイン　　　　、、、販売促進ツールのプランニング

・インバウンド　　、、、訪日向けの現地販促対応
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	弁護士法人三宅法律事務所　
弁護士・パートナー　EQ \* jc2 \* "Font:HGｺﾞｼｯｸM" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(かとう),加藤)　EQ \* jc2 \* "Font:HGｺﾞｼｯｸM" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ふみひと),文人)　氏
〒541-0042

大阪市中央区今橋3丁目3番13号　ニッセイ淀屋橋イースト16階

Tel：06-6202-7873  Fax：06-6202-5089
HP：http://www.miyake.gr.jp
【事務所概要】

　当事務所は、諸外国との間の投資、企業買収や業務提携、製品販売網の構築、知的財産のライセンス、物品・サービスの販売・提供にかかる取引等、各種取引に関する契約書の起案・翻訳・検討や交渉、当該現地国における各種法律状況についての一般的な検討・整理、発生した各種問題に対する対応等を現地の法律事務所と連携しながら積極的に行っております。

近年、中国業務については、ますます中国現地での対応のニーズが高まっていることから、当事務所は中国の法律事務所との関係を強化し、これらの法律事務所が広大な中国の各地に有している支所等のネットワークを通じて、近年、中国各地で増加する傾向にある会社法、労働法、独占禁止法、知的財産権法等の関連する各種の法的紛争につき、迅速に対応いたします。

その他にも中国現地の最新情報の確認や、法律文書の翻訳、中国の弁護士・公認会計士・税理士等の専門家紹介のご要望にも随時にお応えいたします。

	（主な国内、中国関係業務）

【進出・投資】

・現地拠点設立支援（駐在員事務所，独資・合弁企業等）

・企業買収支援（各種覚書・契約書作成，デューデリジェンス等）

【企業間取引】

・各種契約書作成・検討（輸出入契約，代理店契約，ライセンス契約等）

・取引先信用調査，債権回収等

【企業管理】

・社内文書作成支援（定款，決議書等）

・労務管理支援（労使交渉，解雇，リストラ等）

【知的財産権】

・権利登録（特許，商標，意匠等）

・権利侵害への対応（模倣品対策支援等）

【紛争解決】

・示談交渉，訴訟・仲裁代理

【解散・清算・撤退】

・事業再編（事業売却，持分譲渡，会社分割等）

・現地拠点の解散・清算

【その他】

・独占禁止法，製造物責任法，各種現地法令調査

・その他、日本、中国に関する法務支援等
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	大阪商工会議所中国ビジネス支援室
アドバイザー　 EQ \* jc2 \* "Font:HGｺﾞｼｯｸM" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(じょう),條) 　EQ \* jc2 \* "Font:HGｺﾞｼｯｸM" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(かずしげ),一成)　氏
〒540-0029 大阪市中央区本町橋2-8

Tel ： 06-6944-6400  Fax ： 06-6944-6293　

e-mail : k-jo@osaka.cci.or.jp　HP : http://www.osaka.cci.or.jp
【支援室概要】

中国ビジネスを取り巻くリスクが多様化する中、大阪商工会議所「中国ビジネス支援室」では、企業のご相談に無料で対応しています。毎週火曜・木曜（10～16時）には、経験豊富なシニアアドバイザーが常駐し、輸出入取引や現地法人のトラブルなど、中国リスク管理に関する相談をはじめ、現地進出や投資環境に関する相談にも幅広く対応します。（電話での事前予約制）これまで延べ2,700件以上のご相談に対応してきましたが、そのうち半数を新規のご相談者が占めていますので、中国ビジネスでお悩みの企業様は、ぜひお気軽にご連絡・ご利用ください。
	【主な相談内容】

・　中国一般情報

・　主要都市・地域の投資環境情報

・　現地法人・駐在員事務所設立手続き

・　輸出入取引・委託加工

・　政策・制度

・　税務・会計

・　法律、知的財産

・　人事労務

・　中国国内販売・マーケティング

・　紛争など


FAX：06-6944-6293 E-mail: intl@osaka.cci.or.jp お間違えのないようお願い致します。大商国際部 甘野　行
『6／22　中国・ASEANビジネス個別相談会』相談申込書
	会社名カナ
	
	大阪商工会議所へのご入会状況

	会社名
	
	□会　員（会員番号：　　　　　　　）

□非会員　　　□分からない

	氏　名
	計（　　）名で参加します
	部署・役職
	

	住　所
	（〒　　  -   　　　）


	T E L
	
	FAX
	

	E-mail
	
	URL
	

	資本金
	□3億円以下　　　□3億円超
	従業員数
	□300人以下　　　□301人以上

	御社の事業内容
	1 ☑をお付けください。（複数回答可）
　　□　製造　　□　卸　　□　小売　　□　その他（　　　　　　　　）
②海外との取引経験について☑をお付けください。
　  □あり　　  □なし
③中国との取引経験について☑をお付けください。
    □あり　　  □なし
④相談する具体的な内容をご記入ください。



	相談希望
日　　時
	*参加を希望する回に ○↓ （※１社で複数の専門家へのご相談も可能です）
6月22日(木)13：30-17：30

（1社60分まで）

（下記に○を入れる）
プルーヴ株式会社　　　
シニアコンサルタント　大家崇里　氏
弁護士法人三宅法律事務所
弁護士・パートナー　加藤文人　氏
大商中国ビジネス支援室

アドバイザー　條一成　氏

※調整の上、参加証で時間を指定させていただきます。
※参加希望多数の場合、①大商会員企業②大阪府内の中小企業③初参加の企業 を優先的にご案内します。予めご了承ください。

	その他注意事項
	*参加される企業の皆様には、本所が実施するアンケートや事後のフォローアップにご協力をお願いします。

*相談は1ブース（１社）につき、最長６０分間まででお願いします。

*6月20日(火）までに参加証をE-mail（アドレスをお持ちでない場合はFAX）にてお送りしますので、
当日ご持参頂きますようお願いします。

*参加証には調整の上、相談時間枠を記載致しますので、その枠内で相談を頂きますようお願いします
 ご希望に添えない場合は、こちらからご連絡させて頂きますので予めご了承ください。
*相談会終了後、専門家との間で引き続き相談をご希望の場合は、本所は一切介入できませんので、発生する費用
などについてご確認のうえ、参加者各位の自己責任で行っていただきますようお願い致します。


※ご記入頂いた情報は適切に管理し、本相談会開催のために使用するほか、大阪商工会議所からの各種連絡・情報提供(E メールによる事業案内を含む)のために利用します。
�
参加希望時間帯


（該当するものに☑）�
�
第１希望�
□13：30～14：30　　□14：30～15：30


□15：30～16：30　　□16：30～17：30�
�
第２希望�
□13：30～14：30　　□14：30～15：30


□15：30～16：30　　□16：30～17：30�
�
第３希望�
□13：30～14：30　　□14：30～15：30


□15：30～16：30　　□16：30～17：30�
�










